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温室効果ガス排出削減目標
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出典：環境省, 地球温暖化対策計画（2025）

2013年度 2030年度
（2013年度比）

2040年度
（2013年度比）

エネルギー起源CO2 1,235 677
(▲45%)

約360～370
(▲70～71%)

産業部門 463 289
(▲38%)

約180～200
(▲57～61%)

業務その他部門 235 115
(▲51%)

約40～50
(▲79～83%)

家庭部門 209 71
(▲66%)

約40～60
(▲71～81%)

運輸部門 224 146
(▲35%)

約40～80
(▲64～82%)

エネルギー転換部門 106 56
(▲47%)

約10～20
(▲81～91%)

• 運輸部門の2013年度比CO2削減目標は2030年度で▲35%（7,800万トンの削減）、
2040年度で▲64～82%

数値は排出量、単位は百万トン-CO2

バイオ燃料に関する政策動向

https://www.env.go.jp/content/000290552.pdf


日本のエネルギーフロー
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出典：IAE, 図解でわかる熱エネルギー（2025）

• 一次エネルギーの84%が化石燃料、
そのうちほとんどが輸入

• 石油・石油製品は一次エネルギー
の36%で大半は運輸エネルギー、
すなわち輸送用燃料として利用され
ている

• 事業用電力として転換・利用されて
いるエネルギーは2,952PJ

• 2,797PJの運輸エネルギーを電力
で賄うには発電の大幅増強が必要
になる（3割増し程度）

• 電化も進めつつ、燃料のCN化を進
める必要がある

我が国のエネルギーフロー（2022年度）

バイオ燃料に関する政策動向



運輸部門におけるCO2排出量
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出典：国土交通省（2025）

• 運輸部門は日本のCO2総排
出量の19.2%を排出

• 電力のみCN化しても日本全
体のCN達成は困難

• 運輸部門では、特に自動車の
CN化（ガソリンのCN化）が
重要

バイオ燃料に関する政策動向

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000007.html


石油製品需要見通し
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出典：資源エネルギー庁（2025）を元に作成

• 燃費の向上、ガソリン車→電動車、車離れなどの理由により、ガソリンなど石油製品の需要は低下
• 2013年度比で2029年には31%需要減の見込み（ガソリンも同じく31%減）
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バイオ燃料に関する政策動向

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/demand_forecast/pdf/20250425_1.pdf


運輸部門におけるCO2排出量推移
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• 運輸部門のCO2排出量は石油製品の使用量減少に伴って、徐々に低下
• 2040年に向けて、また、2050年カーボンニュートラル実現に向けてはさらなる施策が必要

出典：環境省，地球温暖化対策計画の進捗状況（2025）を元に作成

146
40～80

バイオ燃料に関する政策動向

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/kptap/progress_00002.html


運輸部門のCO2排出削減策
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次世代⾃動⾞の普
及、燃費改善

40%

トラック輸送の効率化
17%

エコドライブ
10%

鉄道分野の脱炭素化
の促進
4%

航空分野の脱炭素化
の促進
3%

道路交通流対策等の
推進
3%

その他
23%

2030年度削減見込み量
約6,700万トンCO2

出典：環境省, 地球温暖化対策計画（2021）

• 排出削減策の一番手は次世代自動車の普及と燃費改善（主にガソリン由来）
• 次いでトラック輸送の効率化（軽油由来）

バイオ燃料に関する政策動向

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/211022.html


バイオエタノール導入によるCO2削減効果
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出典：中島ら，日本エネルギー学会発表資料（2024）
詳細はエネルギー・資源学会誌2025/9に掲載予定

EVなど次世代自動車の導
入によるCO2削減には時
間がかかる（新車導入に
よる既販車の入れ替え）

ガソリンのCN化は既販車
を含めて有効であるため、
即効性がある

• 地球温暖化対策計画（2021）によると、
運輸部門において2030年度には
2013年度比で約6,700万トンのCO2削
減を目標としている

• そのうち、約2,700万トンをEVやFCV
などの次世代自動車の導入や燃費
の改善によって達成することを見込
んでいる

• IAEの試算によると、2021年度以降は
地球温暖化対策計画目標値を下回
るため、可及的速やかな E10 導入 と 
2026年度 E20導入が必要となる

• E20を導入することで目標値の95.0％
まで達成することが可能



国内外におけるバイオ燃料の導入状況と課題
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• 政府ではEV、FCV以外の技術オ
プションとして、CN燃料の導入を検
討している

• 移行期から将来にかけてバイオ燃
料の活躍が期待されている

出典：第19回 資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会（2025）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html


バイオエタノールの導入課題（アクションプラン）
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出典：第19回 資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会（2025）

2025年5月にバイオエタノールの導
入に向けたアクションプランを策定

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/019.html


世界のバイオ燃料生産量（原料別）推移
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出典：IEA，Total biofuel production by feedstock

• バイオエタノールのほとんどはトウモ
ロコシとサトウキビを原料としている

• バイオディーゼル燃料の原料は
パーム油＞大豆油＞廃食油の
順

• 原料と主要生産国は概ね以下の
組み合わせ

バイオエタノール
アメリカ：トウモロコシ
ブラジル：サトウキビ

バイオディーゼル燃料
インドネシア：パーム油
アメリカ：大豆油
ブラジル：大豆油
EU：菜種油

10億L/年
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https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/total-biofuel-production-by-feedstock-main-case-2021-2027


各国のバイオエタノール混合率
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出典：資源エネルギー庁，ガソリンのバイオエタノール導入拡大に向けたアクションプランについて
（2025）

• 世界各国でE5, E10※以上の導入が進んでいる→E10以上がスタンダード

ブラジルでは
ガソリン単体
は無く、27%混
合（8/1から
30%）もしくはエ
タノール100%

インドは
2023年に
12%

日本は平
均1.7%程
度

※E○○（ガソリンに容積で○○%エタノールを混合した燃料）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/nenryo_seisaku/pdf/019_05_00.pdf


日本の導入施策（2023-2027も50万kLのまま）

出典：経済産業省・資源エネルギー庁「次期判断基準のあり方に関する考え方」 (2018)



次期判断基準（告⽰）の考え⽅（まとめ）

出典：エネルギー供給構造⾼度化法に基づく次期判断基準の⽅針（案）＜改訂版＞（2023）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/bio_nenryo/pdf/010_02_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/bio_nenryo/pdf/010_02_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/bio_nenryo/pdf/010_02_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/bio_nenryo/pdf/010_02_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/bio_nenryo/pdf/010_02_00.pdf


バイオエタノールのポテンシャル

出典：U.S. Department of Agriculture ・Economic Research Service「Feed Grains Database」

世界のトウモロコシ生産量

 世界全体でトウモロコシの生産量は増加している
 米国の生産量は全体の1/4～1/3程度
 エタノール原料としてのトウモロコシは生産量全体の12%程度
 生産量増加は主に飼料用途の伸びによる

世界の用途別トウモロコシ生産量
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数千kmの長距離を移動する国際線の航空機のように、
長時間にわたり大出力を維持する大型輸送体では、
エネルギー密度の高いエネルギー源が必要。
現在は、石油由来の炭化水素を燃料として、
ジェットエンジンの推力で飛行している。

液体燃料は、同じ容積あたりにた
くさんのエネルギーを詰め込むこ
とができるので、重量当たりのエ
ネルギー密度が同等のガス燃料
よりも、より長距離を飛行すること
ができる。

16



ICAO（International Civil Aviation Organization）
・2050年までの炭素排出Net-Zeroの実現
・SAF導入及びクレジット購入によるCO2排出削減を、

2021年から自主規制 / 2027年から義務化
・2030年までにSAFの利用により、5％の炭素削減を
目指す中間目標の設定が合意された（2023年11月 の
第3回CAAF）。
数値目標の合意により、航空関係者及びSAF製造者

に対して、さらなる利用・投資促進などの効果が見込
まれる。

12

全世界SAF想定需要(最大)6.5億kℓ@2050年*

*「ICAO annual report2019，ICAO Revenue Passenger-Kilometres Scenarios by  route 
group(2018-2050)」の集計

 国連の専門機関である国際民間航空機関（ICAO）は、国際航空分野の 2021年以降のCO2
排出量を、2019年のCO2排出量（基準排出量）に抑える目標を策定。2022年のICAO総会
では、2024年以降（～2035年）は2019年のCO2排出量の85％以下に抑えるという、よ
り厳しい目標が採択された。

 航空会社は、こうした目標を達成するため、CO2排出量を削減しなければならない。達成手
段の一つとしてSAF（Sustainable Aviation Fuel：持続可能な航空燃料）の導入が必要
とされている。

国際航空分野の温暖化対策

ICAO LTAG Reportから抜粋（IS3: ICAOによる野心的なシナリオ）/経済産業省資料
国際航空からのCO2排出量予測と排出削減目標のイメージ

17



国内におけるSAFの利用見込み

出所：資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会（資源エネルギー庁）
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出所：NEDO HP 2022年度～2023年度成果報告書:国内外におけるSAFの製造技術ならびに低ｺｽﾄ化技術に係る動向調査

様々な原料からのSAFへの変換プロセス
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原料開発により生産拡大が期待される領域 商用展開中の領域
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出所：資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会（資源エネルギー庁）

SAFの原料・技術毎の今後の見通し

20



出展）我が国におけるSAFの普及促進に向けた課題・解決策（運輸総合研究所調査）を一部改編

SAFに関する課題

＜原料多様化＞

ニートSAF
（国産）

廃食油、エタノール
セルロース系原料
(農業残渣･森林残渣･燃料作物)   
未利用原料
油脂植物･
廃棄油脂･
微細藻類
廃棄物

【原料調達】 【製造支援（開発）】【ASTMへの適合】

【CORSIA適格燃料】

ニートSAF
（輸入）

従来石油由来
ジェット燃料

ASTM 
D7566の
各Annex
に基づく
検査

ASTM 
D1655等に
基づく検査

混合（ブレンド）
・D7566の最大混合可
能率に基づいてニート
SAFとD1655燃料
を混合

・D7566のtable１に
対する試験を実施

・混合燃料がD1655燃
料として認証される

空港に
おける
受入・
給油

21



＜原料多様化＞ ＜液体原料化 (含前処理)＞ [ Co-Pro ] ＜規格･認証＞

軽油

SAF

ナフサ

原
料
確
保

セルロース系原料
(農業残渣･森林残渣･燃料作物)   
廃棄物

油脂植物･
廃棄油脂･
未利用原料

バイオ原油化
(水熱液化､直接液化等）

石油

液体原料化

前
処
理

【研究開発項目 ①】

【研究開発項目 ②】

【研究開発項目 ③】

水
素
化
分
解

[製油所]  蒸留･水素化処理

バイオ原油化
(搾油･抽出等）

前処理･
水素化分解

(HEFA)

Co-Processing技術

分散型ガス化・FT合成技術

①多様な原料（セルロース系原料）を利用可能なSAF製造技術（ガス化・FT）の開発
②Co-Processingを活用しバイオ原油を処理可能な革新的なSAF等製造技術の開発
③未利用原料の開拓によるSAF原料の多様化

課題解決へのNEDOの取組
SAF等の安定的・効率的な生産技術開発事業
2025年度～2029年度（5年間）
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セルロース、ヘミセルロース
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産総研の木質バイオマス成分分離（リファイナリー）全利用スキーム

次世代バイオ燃料の今後の展開





第2世代バイオエタノールプラットフォーム 

第２世代バイオエタノール製造時に副生する グリーンCO2 を活用したe-fuel製造、
SAF (ATJ)、バイオプラスチック併産のバイオエタノールプラットフォーム構築

農林バイオマス

発酵 又は ガス化による
バイオエタノール製造

海外＆国産バイオエタノール

グリーン
CO2

ATJ プロセス
（LanzaTech）

SAF 
(ジェット燃料代替)

ディーゼル
代替

ガソリン代替再エネ由来の
       グリーン水素

e-fuel

バイオプラスチック

廃菌床
ｺｰﾋｰ滓

廃棄物系
古紙・廃パルプ

生ごみ

E10 〜 E100

次世代グリーンCO2燃料技術研究組合 (raBit: Research 

Association of Biomass Innovation for Next Generation Automobile Fuels )
<出典: 次世代グリーンCO2燃料技術研究組合＆福島県大熊町公式HP>
次世代グリーンCO2燃料技術研究組合では、カーボンニュート
ラル社会実現のため、資源作物（ソルガム等）を原料に第２世
代バイオエタノールを製造し、副生する CO2を回収し、再エネ
水素との反応でSAFやバイオプラスチック等を生産する！
(右の写真は2024年11月に大熊町に竣工したプラント全景)



例.:ETBE & BTL併産プロセスモデル
木材 水 水 水

50 90 320

炭酸ガス

３KＧ蒸気 ETOH
500

240
化 空気 水

250 冷却水
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炭酸ガス
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インプット アウトプットシミュレーション

プロセス DB

•分離
•発酵
•化学変換
•熱変換
• …..

Thermo DB

•カロリー
•水分
•エンタルピー
•エントロピー
• …..

木質 DB

•構造
•分子式
•元素
• …..

コスト DB

•装置
•プロセス
•生成物
• …..

解析

•物質 & エネルギー 分析
•コスト分析

CO2

目的;
1. バイオマスシステムシミュレーション技術確立；

全体プロセスのデータベース（DB)の構築

2. バイオマストータルプロセスの経済性・環境性評価；
シミュレーターによる経済性・環境性評価

炭素収支

エネルギー収支

効率

LCA評価（CO2）

経済性

投資回収年

バイオマスシステム解析と経済性・環境性評価



バイオマス

一次エネルギー 利用技術

・新燃料の製造・使用技術開発
・規格化、品質確保を推進・支援
・排気ガス浄化技術の向上

原子力（負荷変動に弱い）
再生可能エネルギー

（出力変動が課題）
・二次電池やキャパシタの高性能化
・新規材料の開発、デバイス化
・評価技術

プラグインハイブリッド
電気自動車

化石燃料

天然
ガス

石油

高効率利用

燃焼、電気化学反応
燃料電池 CO2の地中・海洋貯留に関

する挙動予測・探査・安全
影響評価等の技術を開発

バイオマス
コンビナート

・地球温暖化の回避
・化石エネルギーの
高効率利用

・エネルギーの需要ギャップの調整
・自動車の電化促進
・良好な大気環境の確保

・石油依存度の低下
・良好な大気環境の確保

新燃料自動車技術

・バイオマスから化学製品を生産
・分離、精製、変換プロセスの開発と全体設計

蓄電技術

Outcome

CCS

石炭

超低炭素社会に向けたバイオマスコンビナートの役割

・サステナビリティへの貢献
・石油依存度の低下





＜概要＞
アジアに大量に賦存するバイオマスの相互
有効利用のため、資源・技術・人材育成の
ネットワークを構築
＜研究内容＞
バイオマス利用は地域特性が高く、また資
源・技術も多種多様である。国別、資源別の
賦存量等のデータベースを作成し、研究機
関間の分散型ネットワークを構築。（例えば、
タイ・ベトナムのライス・シュガーエネギー・コ
ンプレックス、マレーシア・インドネシアの
パームエネルギー・コンプレックス、ウッドリ
ファイナリー構想を展開中）
＜開発技術の波及効果＞
・CDM事業展開へのガイドブック、支援
・バイオエネルギー・ケミカルズ輸出入
事業支援、JCM 等

＝＞ ASEAN諸国等との連携強化による
バイオマス産業における農商工連携
の推進

アジア諸国→“両者にメリットのある相互補完的な共同研究開発”←日本

アジアにおける持続可能なバイオマス利活用に向けて



バイオマス利活用のこれまでとこれから

廃棄物系

木質系
草本系

ガス転換

分散型エネルギー源＆
スマートグリッド

水素転換

ガス転換 軽油転換

エタノール発酵

運輸用液体燃料製造

国際展開

バイオETBE, ATJ等

石油代替化学原料

be

風力発電

燃料電池

水素

電力ネットワーク

ガス・水素

ネットワー
ク

バイオマス
ガス

太陽光

BTL技術
ディーゼル、バイオジェット

新グリーン燃料

国内ローカルエネルギー

アジアのローカル
エネルギー

アジアのプランテーション

バイオマスリファイナリー

2005年

2020年

2030年

地域連携課題

重点課題

中・長期的課題；
バイオマスコンビナート
への展開

30


	�
	�温室効果ガス排出削減目標
	日本のエネルギーフロー
	運輸部門におけるCO2排出量
	石油製品需要見通し
	運輸部門におけるCO2排出量推移
	運輸部門のCO2排出削減策
	バイオエタノール導入によるCO2削減効果
	国内外におけるバイオ燃料の導入状況と課題�
	バイオエタノールの導入課題（アクションプラン）
	世界のバイオ燃料生産量（原料別）推移
	各国のバイオエタノール混合率
	日本の導入施策（2023-2027も50万kLのまま）
	次期判断基準（告⽰）の考え⽅（まとめ）
	バイオエタノールのポテンシャル
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	第2世代バイオエタノールプラットフォーム 
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30

